








































































































































































































る。「児童福祉法」第 2 組では、18 歳未満を児
童として、「青少年保護法」第 2 組では、満 19
歳未満を青少年として、「青少年基本法」第 3















































































































































































































































と、外国人不法滞在者数は 2008 年末の 200,489












脱北者の数は 2015 年累計 28,795 人になって
いる。脱北者青少年の統計は統一部と教育部が
それぞれ行っている。統一部の発表によると 6
歳から 20 歳までの脱北者青少年の数は 2012 年
基準 3,823 人である。また、教育部の発表では、
2014 年「脱北者生徒 ¹⁰」数は 2,183 人である。
この中には第三国出生北韓離脱子女 979 人も含
まれている。脱北者生徒の学業中断率は 2.5％


















































































よそ 6 ヶ月間から 1 年ぐらい家に一人いる場合
が多い。言語習得が早く、適応能力の高い、満































ると、外国で成長した 15 歳から 24 歳以上の多
















































































































































































































第 2 組、第 3 号の「結婚移民者」と「国籍法」


























































































































































































2020 年になると青少年人口の約 20% が移住背
景青少年の出身になると推測される。青少年
期は感受性のもっとも敏感な時期である。そ
のため、彼らに対して継続的に関心を注ぐこ
とは大変重要な課題である。しかし、現状は
親の移住背景と、本人の移住背景によって、
韓国社会で「多文化」という枠の中で一般化
されたり、もしくは疎外されたりするなど、
依然として偏見と差別を受けているのが現実
である。移住背景青少年の分類は関連法律に
よって分化されていて一つに統一されてないこ
とから、「多文化家族の子女」、「移住背景青少
年」、「移民背景青少年」、「中途入国青少年」、
「外国人家庭青少年」、「多文化子女」等、法
的地位と、政策によってそれぞれ呼び方が異
なっている。これは特定の集団に対する支援か
らの排除、あるいは重複支援や過度な支援の対
象者になりかねない。政府関連部署間の用語
の混線は、類似した政策の混在と量的膨張、
そして関連部署の権限拡大のための対立や似
ている政策の過熱化につながるおそれがある。
何よりも、移住背景青少年の政策を総括し、一
本化して率いることのできる組織の存在が要請
される。
本稿では、現行の政策の具体的な展開までは
触れることができず、「移住背景青少年の政策
の展開と課題」については、今後の課題とし
て、後続の論文で研究成果をまとめて報告する。
少子高齢化の益々の進行と、グローバル化の
更なる進展により、韓国社会も、日本社会にも
益々多様な背景を持つ集団が現れ、人口構成も
益々錯綜するだろう。数多い課題の中で、日本
も韓国も外国人児童生徒の高校進学の悩みは共
通するところが多い。山積する課題に我々はど
のように向き合うべきであるか。解決の鍵は「教16 2014.7.『tbroad京畿ニュース』2016.1.17.アクセス
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育」である。外国人児童生徒を孤立させず、「若
者に希望を」を与えることで、社会で自分の居
場所を見つけ、人生に楽しみと期待感を抱くこ
とになる。一時的な支援や同情ではなく、根本
的な解決を目指すためには、社会での差別や格
差に苦しんで不満や疎外感を強めている若者た
ちに継続的に関心の目を向ける必要がある。
外国人の若者は将来の日本や韓国を背負う「グ
ローバル人材」の候補生でもある。移住背景青
少年に対するこうした視点は、示唆するものが
多く、広い意味では社会の格差や分断について
考えていく上でも大いに参考にすべきである。
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